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Ⅰ．はじめに

これまで、企業間のアライアンス 1研究に

おいては、2社間のアライアンスの成立の関
係性を表す数理モデルが存在していなかった。

冨田・武藤［2015］では、2008年 5月～
2015年 3月までの約 7年間で 152社の筆者
のコンサルティング先企業データ 2を用いて、

アライアンスの相互補完数理モデルが提案さ

れている。これにより、アライアンス成立の

2社間の関係性を示す数理モデルが初めて提
示され、関係性を数値として演算可能となっ

た。

しかしながら、営業エリアが異なる企業間

のアライアンスは、相互補完モデルでは記述

することができず、また、意欲（やる気）が

あるか否かが加味されていなかった。

本稿では、冨田・武藤［2015］で提案され
た相互補完数理モデルに、オプションとして、

営業エリアの加算モデルと、意欲の度合いの

重みを加味した相乗モデルを追加し、提案さ

れた数理モデルが、さらに発展可能なフレキ

シブルなものであることを示す。

本稿での相互補完・加算・相乗モデルにつ

いても、オープンソースの Python言語で実
装し、筆者の有する企業データを用いて、モ

デルが機能することを確認した。

本稿は、アライアンスの仲介者のコンサル

アライアンスの相互補完・加算・相乗に関する数理モデルの提案と
Python 言語による実証 

～ 152 社の企業データをもとに～
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タントが頭の中で行っているマッチングのメ

カニズムを数学的に表現し、演算可能にする

ことが目的である。ここで用いた企業データ

はあくまで一例であり、このデータをもって、

実証するものではない。

提案するモデル構築の研究の進展は、実務・

研究の両面での貢献があり、わが国における

アライアンスによる新規事業立ち上げの促進、

強いては、日本経済の活性化に寄与するもの

と考える。

Ⅱ．先行研究のレビュー

1．�経営学・経済学の系譜の中でのアライアン

ス研究の発展経緯�

Hamel and Prahalad［1994］にて、「アラ
イアンスが必要になる最も明白な理由は、新

製品や新サービスを生むのに必要な経営資源

をすべて取り揃えている企業など 1社たりと
て存在しないという事実である」とされてお

り、また、その有用性として、①経営資源を

補う、②成功を早める、③パートナー企業同

士でリスクを共有し合うことにあるとされて

いる。それらは、冨田［2014］においても、
踏襲・発展されている。

アライアンス研究は、Yoshino and Rangan
［1995］において、初めて包括的にアライア
ンスの形態の類型・分類・定義付けがなされ、
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ライバル企業と競合しすぎることを避ける観

点からの戦略的提携の理論としても、Hamel、
Prahalad and Doz［1989］を起点として発展
してきている。アライアンス研究の概観につ

いては安田［2006、2010］や、米倉［2012］、
中村［2013］、湯川［2013］、石井［2003］
にてまとめられているように、アライアンス

研究は、経営学の理論の発展の延長戦上だけ

でなく、経済学の理論研究の発展の延長線上

にも位置付けられる。

経済学のミクロ経済学の応用として、取引

コスト理論 3や、相手となる企業との関係性

を検討するゲーム理論 4といったフレームワー

クがある。

経営学の系譜としては、Wernerfelt［1984］
及び Barney［1991］を起点として提示され
た資源ベース理論（Resource-Based View、
RBV）がある。これは、企業の持続的な競争
優位性の源泉は、経営資源にあるとしている。

その後、資源ベース理論は、アライアンス

研究に取り入れられてきている。アライア

ンス研究における資源ベース理論に基づく

先行研究としては、Das and Teng［1998a、
2000］が中心的なものなっている。これらで
は、経営資源の模倣困難性、移動困難性、代

替困難性の観点からアライアンスをする企業

間の関係性が検討されている。

その他、Hamel and Doz［1989］でアライ
アンスは学習することが目的と主張されてい

るように、組織学習アプローチの面からの研

究がなされてきている。

2. 本研究の根拠となる理論フレームワーク

筆者は、企業の競争優位性の源泉は、企業

内部の経営資源に依存しており、また、経営

資源の獲得のために、企業はアライアンスを

行う 5と考えることが適切であると考えるた

め、すでにアライアンス研究に取り入れられ

ている資源ベース理論 6をベースとなる理論

としている。

Das and Teng［1998a］では、戦略的提
携における財務、技術、物質、管理の 4つの
資源を協調的に調整する観点での検討が、ア

ライアンスの形態やリスク・リターンの関係

などについてなされており、Das and Teng
［2000］では、資源の類似性と資源の活用と
いう 2軸に基づくアライアンスのパートナー
間の資源連携の調整が補強、余剰、補完、無

駄の 4つのタイプで検討されている。
その発展として、安田［2006、2010］では、

RBVのフレームワークを簡素化し、経営資
源の種類、すなわち①技術資源、②販売資源、

③生産資源、④人材資源、⑤資金資源の 5つ
の経営資源の集合体が企業であり、それらの

経営資源の交換がアライアンスであると述べ

ている。

本研究では、この安田［2006、2010］で
のアライアンスの資源ベース理論に基づくフ

レームワーク 7として適用し、そのフレーム

ワークを発展させて、マッチング段階でのア

ライアンス成立のメカニズムを表現する数理

モデルを構築する 8。

資源ベース理論以外のアライアンス研究の

基礎理論である取引コスト理論は、アライア

ンスの形成の静観的に現象を捉えているだけ

であり、ダイナミックに企業と企業がどのよ

うに結びつくのかを説明しきれていないため、

採用しない。

また、ゲーム理論は、アライアンス先企業

がすでに見えており、戦略的提携の相手先が
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いくつかに絞られて特定している段階での企

業間の関係性を分析したものとなっていため、

アライアンス候補先を探索する段階での理論

背景としては適さないため、採用しない。

さらには、Das and Teng［2002］のように、
企業が束なってグループとなることによって、

非経済的なものが交換される観点での社会的

交換理論があるが、本稿では、経済的なもの

を交換し、事業展開上のメリットを得ること

を研究対象としているため、社会的交換理論

は、本研究のメインの理論とはならない。

本 稿 で は、 冨 田・ 武 藤［2015］ 及 び
Tomita and Takefuji［2016］ での強み・弱み
の 8つの特徴での相互補完関係 9の評点付け

を用いている。　

それらの評点付けの項目の選定においても、

安田［2006、2010］の資源ベース理論に基づ
くフレームワーク、すなわち、営業力、技術力、

生産力、資金力、人材の 5つをベースとして
いる 10。

その 5つに加え、Das and Teng［1998b］
にて、信用の重要性が述べられているため、

信用・ブランドを追加しており、また、アラ

イアンスは新規事業立ち上げを目的として行

われることが多いため、事業シーズとなるア

イディアを生み出す力（アイディア力）も追

加した。さらには、Hamel and Prahalad［1994］
で述べられているように、アライアンスは事

業展開のスピードアップを目的の一つとして

いるため、組織としての機動性の度合いを追

加した。これにより、合計 8つの特徴による
強み・弱みの評価を行っている。

3. マッチングの段階に研究を拡大

これまでのアライアンスの研究は、アライ

アンス成立後の関係調整、契約内容の設定や

契約の解消、成果の評価などが中心となって

いる。代表的なものとしては、安田［2006、
2010、2015］、 元 橋［2014］、Doz and 
Hamel［1998］、Bamford et al.［2003］、
Tjemkes et al.［2012］である。これらの研
究では、アライアンスの相手先企業が見えた

後のアライアンスの形態、契約条項の決め方、

協業の仕方、アライアンスの管理などが研究

対象となっている。

加えて、相手先企業が見えた段階の買収

か提携かの手法の選択の研究として Dye、
Prashant Kale、and Singh［2004］があり、
また、アライアンス実施後のアライアンスの

撤収については Ernst and Bamford［2005］、
アライアンスの管理については Kaplan、
Norton、and Rugelsjoen［2009］がある。
本稿では、それらのアライアンスの相手先

が見えている段階やアライアンスの実施後で

はなく、最初のマッチングの部分、つまり、

不特定多数の企業が存在する中で、企業と企

業がアライアンスをすることに意義を見つけ

出し、2社の企業がアライアンスの実行に向
けて結び付き始める段階の成立メカニズムを

明らかにすることを研究のメイン対象として

いる。

アライアンスの最初のマッチングの段階を

取り上げたものとしては、Mitsuhashi and 
Greve［2009］が先行研究として存在するが、
観念的な議論だけにとどまっており、マッチ

ングの成立の数理モデルは提示されていない。

4. 計量分析ではなく数理モデルの構築

アライアンスの統計手法による計量分析は、

アライアンスによる企業価値向上については、
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Anand and Khanna ［2000］、 Chang, Chen 
and Lai［2008］、アライアンスによるイノベー
ション創出力や製品開発力の強化については、

Kelley and Rice［2002］ 、 Lee and Cavusgil 
［2006］、アライアンスによる売上拡大につい
ては、Leiblein & Reuer ［2004］、アライアン
スによるマネジメント能力の向上については、

Rothaermel & Deeds［2006］とったように
多数存在する。

このように、アライアンス研究においても

計量分析の研究は存在するものの、アライア

ンスが成立する際の企業と企業の結びつきが

どのようなメカニズムで成立しているのかを

表す数理モデルが存在していないため、アラ

イアンスを行う 2社の組み合わせを数値で算
出することができていない。

本稿は、統計学に基づいてデータを統計処

理で有意分析などを行うことがテーマではな

く、マッチングのメカニズムを数学的に表現

するモデルを構築・提案することを目的とし

ている。

5. オープン・イノベーション研究との関係

最後に、本研究は、アライアンス研究の中

での位置づけは、上述の通りであるが、本研

究 は、Chesbrough［2003、2006a、2006b］
で提唱されたオープン・イノベーション（自

前主義で、自社内での研究開発で生み出され

たものだけを経営資源として利用するので

はなく、外部企業が生み出した技術などを取

り込んで利用していく考え方）の研究の系

譜・文脈の中でも捉えることができる。清水

［2012］及び米倉・清水［2015］で述べられ
ているような、不特定多数の企業の中から、

自社のアライアンス先として適合する企業を

探索 する際、とりわけ、企業と企業が出会っ
て、アライアンスに向けて話し合いをし始め

るマッチングの段階に焦点を当てている。こ

の文脈における探索コスト を低減させるため
の理論的なモデルとなる。

米倉・清水［2015］のオープン・イノベーショ
ンの研究においても、探索コストや「エージェ

ント活用型探索 11」について述べられている

が、マッチングが成立するメカニズムについ

ての数理モデルは示されていない 12。

米倉・清水［2015］では、中小企業が新し
い事業展開をするにあたって、経営資源の制

約が大きいことが述べられているが 13、本研

究においては、中小企業も企業データの中に

含まれており、中小企業のオープン・イノベー

ションに関する研究とも呼べる。

このように、本研究は、アライアンス研究

における資源ベース理論の研究である Das 
and Teng［1998a、2000］及び安田［2006、
2010］を発展させた研究であるととともに、
上述のように、オープン・イノベーション研

究の発展上にあるという捉え方もできる。

Ⅲ．対象データの特色と一例としての位置づ

け

データのサンプリングについての記述は、

冨田・武藤［2015］に掲載したため、本稿に
は重複して掲載することになる部分を割愛す

る。ただし、本稿で用いた企業データの特色

について、ここで解説しておく。

1．対象データの特色

当研究で用いた企業データは、筆頭著者が

約 7年間で実際にコンサルティングをした企
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業についての一般には公開されていない非公

開のインフォーマル情報を含んでいる点に特

色がある。

本稿で用いたデータは、コンサルティング

先企業から提出された資料や、ミーティング

（経営者や社員が対象）でのアドバイスで得ら

れた情報、提携先の紹介・アレンジメントで

得られた情報などとして把握・収集された情

報となっている。単なるアンケート実施の表

層的な調査形態ではなく、論文執筆者自らが

事業活動に参与した参与分析の形態となって

いる点に特徴がある。

また、多くのアライアンスの先行研究

が、株式市場に上場をしているような大手

企業を対象とした研究となっている。たとえ

ば、Doz and Hamel［1998］や安田［2006、
2010、2015］も、対象を大手企業 14として

いるが、本稿では中小企業も対象としている

ことが特色の一つとなっている。

2. 一つの例としての対象企業データ

本稿では、まずは自らが有しているデータ

を用いて、試行錯誤しながら、モデルを構築し、

そして、提案するモデルを自らが有している

企業データで実際に機能することを確認する

ことを目指した。そのため、本稿で利用して

いる筆者のコンサルティング先企業 152社の
データは、モデル構築の検討とその機能の確

認のために用いたものであり、あくまで、“one 
of them” の一例としてのデータと捉えること
が適切である。

3．アライアンス成立・不成立のカウントの定義

本稿の目的・意義は、アライアンスの初期

であるマッチングの段階まで、アライアンス

研究を拡大し、その段階でのアライアンス成

立のメカニズムを数学的に表現し、発展可能

なモデルを提案することにある。

そのため、本稿におけるアライアンス成立

の定義は、「企業紹介をして、それら 2社間に
て、事業・サービスの構築や新製品開発、既

存事業の拡大、新規取引（受注・販売）、営業

協力・販売代理などのメリットを感じて、な

んらかの話し合いが前に進んだ場合」と定義

し、また、「まったく前に進まなかった場合」

を不成立と定義した。また、同様に、マッチ

ングとは、「企業と企業がアライアンスの契約

締結や共同での事業構築などのために話し合

いをし始めること」と定義する。

あくまで、アライアンスの最初の段階であ

るマッチングのフェーズを研究しているため、

まずは、話し合いが進み始めたか否かで、ア

ライアンスの成立をカウントすることした。

また、日本においては、アライアンスの成立・

推進において、必ずしも、契約締結が行われ

るとは限らず、口頭での合意やアライアンス

契約ではなく、紹介料やマージン支払などが

実際に発生した時点で契約締結や請求書発行

をする形で進めることもある。日本のビジネ

ス社会の風土が、米国のような契約主義でな

いことにも考慮して、アライアンスの契約締

結をアライアンス成立の要件とはしていない 。

4．アライアンスの組み合わせの範囲の限定�

筆者によるコンサルティングの実務におけ

る企業紹介では、コンサルティング先企業以

外の企業の中からマッチする企業の紹介も行

い、アライアンスが成立している。

しかし、コンサルティング先企業 152社以
外の企業については、公開されている情報及
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びミーティング等において入手した情報があ

るものの、コンサルティング先企業と同じよ

うに評価するだけの正確な情報を入手・整備

できない状況である。

それら、情報入手が不完全な企業をデータ

として盛り込むと、本研究の検証結果にゆが

みが生じてしまうため、本稿においては、デー

タを正確に取れる 152社のコンサルティング
先企業同士のアライアンス成立・不成立に限

定して検証した。

本稿での 152社の企業データにおけるアラ
イアンス成立の組み合わせは 121件、アラ
イアンス不成立の組み合わせ 30件となった。
152社と 152社の間のすべての組み合わせ
11476件（152× 152-152）についても算出し、
比較対象とした。

Ⅳ．アライアンスの相互補完数理モデルの概要

本稿は、冨田・武藤［2015］及び Tomita 
and Takefuji［2016］で提案された相互補完
モデルをさらに発展させることを目的として

いる。冨田・武藤［2015］及び Tomita and 
Takefuji［2016］にて提案された相互補完モ
デルの概要は次の通りである。

（1） 相互補完の捉え方と物理モデルの応用
アライアンス成立の相互補完 のメカニズム
を示す数理モデルを構築するにあたり、物理

学の分野での磁力のスピングラス・モデル（N
極と S極が引き合う理論のこと）を応用させ
た。

アライアンスの相互補完モデルの考え方と

しては、ある企業 X社の弱みを別の企業 Y社
の強みで補完し、逆に、Y社の弱みを X社の 

強みで補完することが基本となり、片方の企

業だけの補完や、両方の補完が小さい場合は、

相互補完の強度は小さいと考え、相互に強み

や弱みを、強く補完し合っている場合には、

強い相互補完だと捉える。つまり、アライア

ンスの相互補完は、2社間の互いに引き合う
力に基づく 2極モデルであると考えられる。

上記の図表 2にて、薄いグレーのゾーンは、
相互補完関係が弱く、アライアンスが成立に

しくい組み合わせとなる。

（2）　企業の強み・弱みの 1次元行列と 2極
ベクトルでの表現

冨田・武藤［2015］では、より単純化して、
4つの特徴数で説明されているが、ここでは、
本稿の企業データでの実証と同じく、8つの
特徴数に応用させて解説する。Tomita and 
Takefuji［2016］では、すでに 8つの特徴数
でのモデルの解説を行っている。

企業 2社の相互補完関係は、1次元行列で
表現できる。X社と Y社の強み・弱みを 8つ
の項目で、1から 5の評点を付けると、下記

図表 1　2極の相互補完モデル
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のように表現できる。

一例としては、

X社　x=（1,  4,  5,  2,  5,  1,  3,  2）
Y社　y=（4,  1,  1,  3,  1,  5,  3,  1）
となる。

その上で、X社と Y社の項目ごとに演算（引
き算）した結果の zは、特徴数（項目数）8
つの -4～ +4の 2極ベクトルとして表現でき
る。ｚ =x-y=（-3,  3,  4,  -1,  4,  -4,  0,  1）　
このように、相互補完関係は、各社の強み・

弱みは 1次元行列、2社間の相互補完関係は、
2極のベクトルで表現される。

（3）　最大の相互補完とそこからの距離
相互補完の強さを表すにあたっては、最大

の相互補完強度の地点からの距離で、その 2
社の企業間の相互補完強度を表現できる。

すなわち、特徴数（強み・弱みの評点を付

ける項目の数）8つで、長さ 0～ 4の 2極ベ
クトルでは、最大の相互補完は、特徴数 8の
うち、特徴数 4つずつで、最大の長さ 4とな
るケースとなり、（特徴数 8/2）×最大の長さ
4で、（16,-16）となる。

2点間の距離 dは、下記で算出される。

最大の点（16,-16）の相互補完強度は、（0, 
-0）から（16, -16）の距離となり、

と計算される。

2極の相互補完モデルでは、最大の相互補
完強度の点からの距離で、2社間の相互補完
強度を表現するため、前述の X社と Y社の 
（+12, -8）の相互補完強度は、（16, -16）から
の距離として算出することができる。相互補

完強度を示す数値は、最大値から引いて、数

値が大きくなればなるほど、相互補完関係が

強くなると表わすため、最大の数値からマイ

ナスをして、下記となる。

（4）相互補完強度と相互補完強度係数
以上、構築してきた相互補完関係を示す

通知を相互補完強度（英語ではMutually 
Complementary Strength）と名付け、数式で
表わすと、下記となる。
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この数値を取り扱いやすいように、0
～ 1の間の数字に正規化すると、計算式
は、下記となり、この式で求められる数値

を相互補完強度係数（英語ではMutually 
Complementary Strength Coeffi cient） と、

冨田・武藤［2015］で名付けている。Tomita 

and Takefuji［2016］では、複数のアライア
ンス候補先が存在する際に、この相互補完強

度係数を算出することによって、最適なアラ

イアンス先企業を選択することができること

が、例とともに、掲載されている。 

アライアンス成立・不成立・全体の相互補

完強度係数は、冨田・武藤［2015］の通り、
アライアンスが成立した組み合わせは、アラ

イアンスが不成立となった組み合わせよりも、

高い相互補完強度係数となっており、相互補

完関係が強い時に、アライアンスが成立しや

すいという仮説が支持されている。

図表 3では、Python言語で実装して計算し
た相互補完強度係数について、アライアンス・

成立・不成立の分布を示している（0.01刻み
で、数値以上～数値未満のレンジで表示）。

図表 2　アライアンス成立・不成立の相互補完強度係数
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また、相互補完強度係数の成立・不成立・

全体の各組み合わせの平均値・最大値・最小値・

中央値・最頻値は、次の図表 4の通りである。
いずれの数値においても、成立が不成立よ

りも大きい数字となっており、不成立は全体

よりも小さい数字となっている。ここでの相

互補完強度係数の詳細な検討は、冨田・武藤

［2015］において行われているため、ここで
は割愛する。

図表 3　相互補完強度係数の成立・不成立・全体の各組み合わせの平均値・最大値・最小値・中央値・最頻値

Ⅳ．アライアンスの相互補完・加算モデルの

構築と実証

1．アライアンスの相互補完数理モデルの未対

応部分

アライアンスの機能別にみると、冨田

［2014］に示されているように、次の 7つに
分けられる。

（1） 技術開発力（アイディア力）のある企業
と営業力のある企業

（2） 新規事業のシーズ 15のある企業とシーズ

はないが資金が余っている企業

（3）技術系企業 16同士の製品開発の技術補完

（4） 開発力のある企業と生産力を持っている企
業

（5）人が余っている企業と人の足りない企業

（6） 営業先が共通の企業同士の営業先の共同利
用

（7）強いエリアが違う企業同士の地域的補完
冨 田・ 武 藤［2015］ 及 び Tomita and 

Takefuji［2016］では、これらのパターンの
うちの（1）～（5）に該当するものをアライ
アンスの相互補完数理モデルにて取り扱った

が、本稿では、それらの論文で取り扱えなかっ

た（6）及び（7）についてアライアンスの相
互補完・加算モデルとして盛り込むこととし、

モデルを発展させる。

営業力がある・ないについては、相互補完

関係となるが、営業力の特に営業エリアにつ

いては、足し算（加算）と考えられる。その

ため、相互補完モデルには盛り込むことがで

きていなかった。
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営業エリアが異なる企業同士のアライアン

スは、相互補完のようにも見えるが、地域的

な補完性は、相互補完モデルでの差し引き（引

き算）ではなく、加わっていく足し算となる。

アライアンスの相互補完・加算モデルは、

図表 5のように、相互補完モデルに加算モデ
ルを加える仕組みとなる。

 

相互補完モデルまでの段階については、冨

田・武藤［2015］では、152社の企業につい
ての強み・弱みの評点付けについては、先に

述べたように、①営業力がある・なし、②技

術力がある・なし、③アイディア力がある・

なし、④資金力がある・なし、⑤人材がいる・

いない、⑥ 生産力がある・なし、⑦ブランド・
信用がある・なし、⑧機動的な組織風土であ

る ・ないという 8つの項目（特徴）について、
1～ 5の 5段階評価を行っており、加算モデ
ルの構築においても、後述の相互補完・加算・

相乗モデルにおいても、そのまま踏襲した。

ここで用いている企業データや評点付けの

仕方については、マッチング数理モデルを構

築するにあたって、データの一例として用い

ており、この評点付けが実態を表すにあたっ

て、絶対的なものではない。

2．日本国内の地域、ネット販売、海外販売

本研究で取り上げている 152社の企業につ
いて、日本国内において、都道府県を次の 5
つに分け、各企業が営業展開をしている地域

か否かの評価付けを行った。地域分類は以下

となる。①首都圏（東京、神奈川、埼玉、千

葉）、②関西エリア（京都、大阪、兵庫、奈良、

滋賀）、③東海エリア（愛知、岐阜、静岡、山

梨、長野）、④北陸エリア（石川、福井、富山、

新潟）、⑤その他地域（①～④に含まれていな

い地域すべて） 。
加えて、インターネット販売をしているか

どうかの有無を、152社について判別をした。
インターネット販売については、Webでのプ
ロモーションだけでなく、Web上での受注を
しているかどうかで判断をした。

さらに、海外での営業展開をしているか否

かでの判別も行った。海外での営業展開につ

いては、商社等を通じてではなく、直接的に

自社で海外営業をしているか否かで判断をし

た。

152社の企業について、該当するエリアに
ついては、図表 6の配分でスコアをカウント
した。すなわち、営業展開をしているエリア

は 1、していないエリアは 0を入れ、1につ
いては、配分されたスコアが加算されること

とした。重なっているエリアについては、営

業力としては割り引くとの考え方もできるが、

やはり、営業力については加算になるとの考

えから、加算されていく形とした。 

図表 4　アライアンスの相互補完・加算モデル

図表 5　営業エリアとインターネット販売の加算スコア
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3．加算モデルの評点の付け方

前述のように、日本国内 5区分、インター
ネット販売の有無、海外販売の有無の 7つの
観点で、そのエリア・手法にて行っているか

否かで区分をしただけでなく、各エリア・手

法の重み付けを行って、相互補完・加算モデ

ルとしてのスコアを付けた。相互補完・加算

モデルにおける各エリア及び手法のスコアは、

前述の図表 6の通りである。
日本国内については、各エリアの営業エリ

アとしての重要さをなんらかの形で把握する

ことが必要であり、人口や面積などでウエイ

トを付けることもできるが、ここでは、内閣

府が公表している県別の県内総生産（名目、

平成 24年度）を用いて、①～⑤の各地域の
重みを算出して、各地域のスコアを規定した。

エリア分けにおいては、このたび用いた企業

データの中で、営業展開している企業が少な

い北海道や九州は、その他エリアに含めた。

逆に、当該データには金沢など、北陸企業が

相対的に多く含まれていたため、北陸エリア

は、エリア分けにおいて、取り上げた。また、

インターネット販売のスコアと海外販売のス

コアについては、首都圏のスコアとのバラン

スを勘案して、各手法のスコアを規定した。

ここで、ウエイト付けを行いやすくするため、

32.3%、14.8%、13.6％、4.1％、35.2を割り
やすい整数が 4となるため、4で割って、ウ
エイト付けを 1桁の整数とする丸め計算を便
宜上、行ったことを付記しておく。

加算モデルにおいて、加算スコアの算出の

ためのベースとするデータを何にするか、各

エリアの分け方をどのようにするか、ネット

販売のウエイトを地域エリアとのバランスを

どのようにするかは、今後、このモデルを利

用するユーザーが自由に変更・調整可能であ

る。

4．アライアンスの相互補完・加算モデルの数

式化

このような営業展開しているエリア及び手

法によってスコア付けをしたものを、冨田・

武藤［2015］で提案された相互補完数理モデ
ルに追加した。

相互補完モデルへの追加にあたり、相互補

完モデルでの一つの項目に割り当てられてい

る数値を、最大の相互補完強度を項目数（特

徴数）で割ることで算出し、その一つの項目

に割り当てられた数値の何倍の重みで、加算

モデルを相互補完モデルに追加するかを、ad
（w）として規定することとした 。
その上で、X社と Y社のアライアンスにお
いて、X社の加算スコア（営業展開エリアの
スコアのこと）の合計（Σ area（a））と Y社
の営業展開エリアのスコアの合計（Σarea（b））
を加算した。それを加算スコアの最大値で割

り、当該組み合わせの加算モデルに配分され

た点数の何％を、相互補完モデルに足し合わ

せるのかを計算した。

アライアンスの相互補完・加算モデルの式

は下記となる。この式によって求められる数

値を、アライアンスの加算値と呼ぶこととす

る。
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上記の式で求められるアライアンスの加算

値を、相互補完モデルの最大値に加算モデル

の最大値を足し合わせた相互補完・加算モデ

ルの最大値で割り、0～ 1の間の数値となる

ように正規化した数値を、アライアンスの加

算係数と呼ぶこととする。

アライアンスの加算係数を算出する式は、

次の通りである。
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 たとえば、冒頭の例のX社とY社について、
地域及び手法の評点が下記だったとする。 （首
都圏、関西、東海、北陸、その他、ネット、海外）

について、該当すれば 1、該当しなければ 0と、
1次元行列にて表示する。

X社　（1, 1, 0, 0, 1, 0, 1）
Y社　（1, 0, 0, 1, 0, 1, 0）
各エリアの配分は、（首都圏、関西、東海、

北陸、その他、ネット、海外）= （8, 4, 3, 1, 9, 
12, 5） であるため、X社の加算スコアは 26、
Y社の加算スコアは 21で、この組み合わせ
の加算スコアは 47となる。

ネット販売を、この加算モデルの構築・算

出において、含めないということもできるが、

今日、ネット販売の能力は、非常に重要になっ

ており、また、このたびの企業データの中には、

ネット販売を得意とする企業がいくつも含ま

れていたため、加算スコアの項目として追加

し、相対的に大きめのウエイトとした。この

配点も自由に変更可能である。

同じく、海外での営業展開も、加算モデル

の構築・算出において含めないということも

できるが、昨今、日本国内市場の成熟化・縮

小に伴い、海外での販売を伸ばそうとする企
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図表 6　アライアンス成立・不成立の加算係数の分布

業も増えており、その面で、海外での営業展

開をすでに行っているか否かは、企業の強み・

弱みの判定において、意味があると考え、加

算モデルの項目として追加した。削除して、

日本国内だけで検討することも可能である。

ここでの例としている X社・Y加算モデル
における ad（w）を 3として、加算値を実際
に計算すると、18.43となる 17。また、それ

を正規化した加算係数は 0.5924となる 18。

4．152 社の企業データについての演算結果

上記の式における ad（w）については、本
稿では 3として、相互補完・加算モデルの数

値（ここでは、加算値と呼ぶ）を Python言
語によって算出を行った。

152社の企業データにおけるアライアンス
成立の組み合わせ（152社と 152社の間にて、
121件存在）とアライアンス不成立の組み合
わせ（同じく 30件存在）のアライアンスの加
算係数のグラフは、図表 7である。また、ア
ライアンス成立・不成立・全体の加算係数の

平均値、最大値、最小値、中央値、最頻値に

ついては、図表 8の通りであり、そのグラフは、
図表 9である。
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図表 7　加算係数の成立・不成立・全体の平均値、中央値、最大値、最小値、最頻値

図表 8　加算係数の成立・不成立・全体の比較

Ⅳ．アライアンスの相互補完・加算・相乗モ

デルの構築と実証

次に、アライアンスによる事業展開に対す

る意欲をモデルに取り入れることとする。

1．意欲の重要性と影響

筆者は、外部企業とのアライアンスによっ

て新規事業を立ち上げようとする意欲や、事

業を拡大させようという意欲の強弱によって、

以上のように、アライアンスの加算係数を

算出することができた。これにより、アライ

アンスの相互補完・加算の数理モデルが機能

することが確認できた。

相互補完で説明付けられるアライアンスの

機能別パターンだけでなく、営業エリア（イ

ンターネット販売の有無も含む）の足し合わ

せとなるアライアンス成立のメカニズムを、

数理モデルに組み込むことができた。
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図表 9　相互補完・加算・相乗モデル

アライアンスによる事業推進がうまくいくか

どうかが決まってくる面があると考える。

冨 田・ 武 藤［2015］ 及 び Tomita and 
Takefuji［2016］で提案されたアライアンス
の相互補完数理モデルでは、意欲 19の面が加

味されていないが、2社間において行われる
アライアンスにおいては、その成立に向けて、

片方の企業に意欲があっても、もう一方の企

業に意欲がなければ、アライアンスの成立が

難しくなると推測される。両方の企業に意欲

があれば、さらに成立がしやすくなると推測

され、逆に、両方の企業に意欲がなければ、

アライアンスは成立がさらに困難になる。

相互補完モデルによる数値（アライアンス

の相互補完強度）に加算モデルの数値（アラ

イアンスの加算値）を足し合わせたものに、

意欲の重みをかけることにより、意欲に関わ

る重み付けをアライアンスの数理モデルに取

り入れ、アライアンスの相互補完・加算・相

乗モデルを構築する。図に表わすと図表 10の
ようになる。

 

2．相乗モデルの評点の付け方

152社の企業について、アライアンスによ
る新規事業展開への意欲（売上拡大そのもの

や外部へのアライアンスに対する意欲など、

事業への意欲を総合的に勘案）を 0点～ 100
点で、評点を付けた 20。このたびの 152社の
意欲の評点付けの平均は、62.8点となってい
る。

その上で、意欲の強弱で 4割増減する 0.6
～ 1.4のレンジ（50点が 1となる）で、重み
付けでの相乗モデルの追加を行った。その他、

それよりも弱い重み付けである 0.8～ 1.2の
レンジ、それよりも強い重み付けである 0.4
～ 1.6のレンジでの相乗モデルの追加を行っ
た。

3．相互補完・加算・相乗モデルの一般式

相乗モデルについては、アライアンスの相

互補完モデルに加算モデルを足し合わせたも

のに、重み付けをかけることになるため、算

出する一般的な数式は次のように表現できる。

なお、この式によって求められる数値をアラ

イアンスの相乗値と呼ぶこととする。
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上記の式で求められるアライアンスの相乗

値を、0～ 1の間の数字となるように、相互
補完強度の最大値と加算値の最大値を足し合

わせたものに、最大の意欲の重み付けである

mot（w）をかけた数値で割ったものを、ア
ライアンス係数と呼ぶこととする。算出式は、

次のようになる。
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たとえば、前述のX社とY社の例において、
各社の意欲が X社 =90、Y社 =40とすると、
各重み付けの相乗値を算出すると下記となる。

0.8～ 1.2の相乗の場合　67.57
0.6～ 1.4の相乗の場合　73.69
0.4～ 1.6の相乗の場合　79.03

さらに、その相乗値を正規化したアライア

ンス係数は、下記となる。

0.8～ 1.2の相乗の場合　0.440
0.6～ 1.4の相乗の場合　0.352
0.4～ 1.6の相乗の場合　0.289

4．152 社の企業データについての演算結果

上記の式を、Python言語で実装して、アラ
イアンス係数を算出した。

0.8～ 1.2の相乗のアライアンス成立・不成
立の組み合わせのアライアンス係数のグラフ

が図表 11である。アライアンス成立の組み合
わせのアライアンス係数は、相対的に高い傾

向があり、アライアンス不成立の組み合わせ

のアライアンス係数は、相対的に低い傾向が

あると言える。また、重み付けをより強くし

た 0.6～ 1.4の相乗のアライアンス成立・不
成立の組み合わせのアライアンス係数（図表
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12として掲載）、0.4～ 1.6のレンジでのアラ
イアンス成立・不成立の組み合わせのアライ

アンス係数（図表 13として掲載）も同様に算
出した。

さらに、0.8～ 1.2、0.6～ 1.4、0.4～ 1.6
の相乗でのアライアンス成立・不成立のアラ

イアンス係数の平均・最大値・最小値のまと

またものが、図表 14である。アライアンス成
立のアライアンス係数は、どの相乗のパター

ンにおいても、また、平均値、最大値、最小

値のいずれにおいても、アライアンス不成立

のアライアンス係数よりも、高い数値となっ

ている。相乗の度合いを大きくしたほうが、

アライアンス成立とアライアンス不成立の割

合が大きくなっている。アライアンス成立の

組み合わせの係数の平均値とアライアンスの

不成立の組み合わせの係数の平均値の割合（成

立／不成立）を、成立／不成立比率と呼ぶこ

ととし、この数値がモデルの正当性を評価す

る指標と言える。成立／不成立比率の数値が

高いほど、モデルの正当性が高いとなる。

冨田・武藤［2015］で示されたアライアン
スの相互補完数理モデルでのアライアンス成

立の相互補完強度係数の平均値 0.31とアラ
イアンス不成立の相互補完強度係数の平均値

0.253の割合（成立／不成立）は 1.225であっ
た。なお、本稿での前述のアライアンスの相

互補完・加算モデルでは、アライアンス成立

の加算係数の平均値 0.319、アライアンス不
成立 0.269の割合（成立／不成立）は 1.186
であった。

このたび、アライアンス相互補完・加算・

相乗モデルにしたことで、より一層、アライ

アンス成立とアライアンス不成立の差が付い

ている。

なお、アライアンス係数が低くても、成立

している組み合わせがある理由は、本稿の評

点付けは既存事業についての評価であるが、

既存事業とは異なる事業領域・方向性での新

規事業立ち上げでのアライアンスの場合、既

存事業の面での評点付けでは、必ずしもフィッ

トしないためである。他方、アライアンス係

数が高くても、不成立となっている組み合わ

せがいくつか存在している理由は、相手の事

業や技術の魅力を理解することができなかっ

たり、相性が合わなかったりしたケースがあ

るためである。これらのことは、今後の研究

課題となる。 
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図表 10　0.8 ～ 1.2 の相乗でのアライアンス成立・不成立のアライアンス係数の分布

図表 11　0.6 ～ 1.4 の相乗でのアライアンス成立・不成立のアライアンス係数の分布
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図表 12　0.4 ～ 1.6 の相乗でのアライアンス成立・不成立のアライアンス係数の分布

次に、0.8～ 1.2、0.6～ 1.4、0.4～ 1.6の
相乗でのアライアンス成立・不成立のアライ

アンス係数の平均値、最大値、最小値、最頻

値の数値の表にまとめたものが、図表 14で
ある。0.8～ 1.2、0.6～ 1.4、0.4～ 1.6の相
乗モデルでのアライアンス係数において、い

ずれも、最頻値が複数出てきている。これは、

アライアンス係数の分布が正規分布でないこ

とを示しており、これは、当該データにおいて、

正規分布を前提とした有意検定などは有効で

はないことを示している。

アライアンス係数の平均値の重み付けごと

にグラフにしたものが図表 15である。相乗モ
デルでの重み付けにおいては、重みをより大

きくかけると、アライアンス係数が下がって

いく傾向が見られる。これは、意欲（やる気）

の度合いをパラメーターとして追加したこと

によって、マッチングの状況が変化し、重み

が強いと、加算モデルまでよりも、マッチン

グの強さが低下することを示している。これ

は、相乗の要素が加わったことの影響である。

また、アライアンス係数の中央値の重み付け

ごとにグラフにしたものが図表 16である。平
均値と同様の変化が見られる。 
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図表 14　アライアンス係数の相乗の重み付けによる平均値の変化のグラフ

図表 13　 0.8 ～ 1.2、0.6 ～ 1.4、0.4 ～ 1.6 の相乗でのアライアンス成立・不成立のアライアンス
係数の平均値、最大値、最小値、最頻値の数値の表
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図表 15　アライアンス係数の相乗の重み付けによる中央値の変化のグラフ

さらに、0.8～ 1.2の相乗での 152社の企
業データのすべての組み合わせ（全体）のア

ライアンス係数のグラフが図表 17、0.6～ 1.4
の相乗での 152社の企業データのすべての組
み合わせ（全体）のアライアンス係数のグラ

フが図表 18、0.4～ 1.6の相乗での 152社の
企業データのすべての組み合わせ（全体）の

アライアンス係数のグラフが図表 19である。
意欲の度合いについて、弱い重み付けの 0.8
～ 1.2の相乗から、0.6～ 1.4の相乗、そし
て、0.4～ 1.6の相乗へと強い重み付けにする
と、分布の山が左に偏ってきている。これは、

意欲が低い企業の影響がより大きく出てくる

ものと考えられる。意欲の平均が 62.8点（満

点 100点）であったが、平均に満たない企業
で、大きく 1を下回っていた企業があったた
めではないかと推測される。これは、たとえば、

意欲の評価が 0.8の企業と意欲の評価が 1.2
の企業の組み合わせの場合、重みが 0.96とな
り、アライアンス係数が下がる方向になるた

めである。

なお、ここで、統計学の有意検定を行うこ

とも検討できるが、これらの係数の分布は、

正規分布ではないため、一般的な有意検定を

行うことは適さないと考えるため、グラフで

の視覚的な判断及び平均値・中央値・最頻値

の相乗の重み付けの度合いでの比較での視覚

的な検討に留めることとする。
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図表 17　0.6 ～ 1.4 の相乗でのすべての組み合わせのアライアンス係数

図表 16　0.8 ～ 1.2 の相乗でのすべての組み合わせのアライアンス係数
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図表 18　0.4 ～ 1.6 の相乗でのすべての組み合わせのアライアンス係数

Ⅴ．結語

1．本稿のまとめ

本稿は、これまでアライアンス研究では十

分取り上げられてこなかったアライアンス成

立のマッチングの段階にまで、アライアンス

研究を拡大したこと、そして、そこにおける

数理モデルを初めて構築・提案したことが、

本研究の意義及び研究面の貢献である。今後、

このモデルを様々な企業データや評価方法、

重み付けなどで、実証してみることで、当該

分野の研究が促進されるものと考えられ、そ

の基礎となる理論的な拡大をしたものと考え

る。

本稿では、まずは、冨田・武藤［2015］で
提案されたアライアンスの相互補完数理モデ

ルで盛り込むことができていなかった営業エ

リアが足し算となる観点の加算モデルを追加

することができた。Python言語で実装し、そ
の数理モデルが機能することが確認できた。

これにより、営業エリアの加算を数理モデル

として表現し、その数値（加算値及び加算係数）

を算出することが可能となった。

次に、アライアンス成立における双方の企

業の意欲（やる気）の度合いを盛り込むため

の相乗モデルも構築した。これについても、

Python言語で実装し、アライアンスの相乗値、
そして、アライアンス係数を算出した。

これらにより、筆者が実務的に行ってきた

アライアンスの仲介者としての役割・活動を、

数学的に表現し、アライアンス成立の最初の

マッチングの段階のメカニズムを数学的に表

現することができたものと考える。

アライアンスが成立する最初のマッチング

の段階の研究が十分なされておらず、かつ、

数理モデルが存在していないというアライア

ンス研究の未整備の部分に取り組み、アライ

アンスの最初のマッチング段階まで広げ、企

業と企業のアライアンスに向けたマッチング

がどのような形の時に、マッチングが成立し
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やすいのかを数学的に表現し、プログラミン

グで演算可能としたことが当研究の意義であ

る。

2．本研究の限界と課題

本研究の目的・意義は、アライアンスのマッ

チングの段階の企業と企業の結びつきを数学

的に表現し、演算可能にし、オープンソース

のプログラミング言語で実装し、提案するこ

とにあったため、本稿で取り扱った 152社の
企業データでの検証結果は、あくまで、一つ

のサンプルに過ぎない

相互補完モデルにおける 8つの項目の設定
の仕方やそれぞれの評点付け、加算モデルに

おける地域区分の仕方や各区分へのスコアの

配分、相互補完モデルへの加算モデルや相乗

モデルを追加する際の重み付けなどの設定を

どのようなにするのがよいかをさらに検討し

ていく必要がある。

さらに、評点付けにおける主観性の問題の

解決のためには、いくつかの方策を取ったも

のの、相互補完モデル、加算モデル、相乗モ

デルの各段階における評点付けにおいては、

完全に主観性を排除することができていない。

3．提案したモデルのプログラミングの公開

今後、ユーザーが様々なデータでモデルを

利用可能とするため、本稿で提案し、Python
言語によって実装した数理モデルのプログラ

ミングを、オープンソースとして、Web上に
て公開する予定である。

今後、様々な企業データでのテストや当該

モデルをより実態を正しく表現するためのパ

ラメーター調整などを自由にユーザーに行っ

てもらいたい。それにより、提案したモデル

がさらに発展することが期待できる。

4．提案したモデルの今後の発展可能性

本稿にて提案した数理モデルと Python言
語の実装を用いて、当研究とは異なる企業デー

タ、たとえば、株式インデックスの構成する

銘柄企業のデータなどで、それら企業のアラ

イアンス係数を算出し、検証を行うことがで

きる。

また、本稿で提案した数理モデルは、企業

間のアライアンスの問題だけでなく、新規事

業のチームの構築や建設等の現場での作業

チームの構築などの人事の分野、つまり、人

と人の組み合わせにも適用可能であると考え

る。

さらには、国と国の同盟関係についても、

各国の様々な側面について評点付けをすれば、

応用可能である。

そういった企業間提携以外の分野において

も、本稿で提案した数理モデルが活用・応用

されていくことが期待でき、発展可能性が大

きい。

（注）
1 アライアンス研究の起点となった文献の一つである

Yoshino and Rangan［1995］におけるアライアンスの
定義 、そして、その研究を発展・整理させた安田［2006、
2010］の定義 を踏まえ、筆者は、アライアンスとは「複
数の企業が独立したままの状態で、新規事業構築や既存

事業の拡大のために各企業が持つ経営資源を提供し合っ

て相互補完し、契約の締結や資本関係の有無に関わらず、

継続的な協力を行って、その成果を分け合うこと」と定

義づける。

2 本稿でモデル構築と検証のために用いた企業データ、す
なわち、2008年 5月～ 2015年 3月でコンサルティン
グを行った 152社の企業データの概要は次のようなも
のとなっている。所在地としては、東京（23区）71％、
首都圏 13％、非首都圏（地方）16％、企業規模及び業
歴としては、上場企業（その子会社を含む）13％、業
歴の長い中小企業 40％、業歴の浅いベンチャー企業
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47％。業態としては、自社製品のメーカー 17％、受託
製造・加工・施工 35％、販売・営業会社 30％、士業・
コンサルティング 11％、また、IT系か否かについては、
IT系 40％、非 IT系 60％。売上高としては、10億円
未満 78％、10億円以上 100億円未満 15％、100億円
以上 7％、社員数としては、20名未満 56％、20名以上
100名未満 32％、100名以上 13％。

3 企業は必要な資源を獲得するにあたって、一般市場取引
をするための手間のコストと、内部化して独自に内製で

行う場合の必要となるコストの間で、アライアンスをし

たほうが最適である点において、アライアンスを行うと

考える理論のこと。企業は事業活動に必要なものを調達

するにあたり、外部企業と通常の市場取引をするより、

アライアンスをしたほうが、コストが安い場合にアライ

アンスが成立し、さらに進むと内部化される形になると

見る考え方。詳しくは、安田［2006、2010］を参照。
4 ミクロ経済学の応用として発達したゲーム理論における
囚人のジレンマやナッシュ均衡といった理論を用いて、

議論がなされている。

5 オープン・イノベーションの研究における清水［2012］
や米倉・清水［2015］、星野達也［2015a、2015b］でも、
同様のことが主張されている。

6 Das and Teng［1998a、2000］が、その中心である。
7 Das and Teng［1998a］では、企業のアライアンス能力
について、物的資源（プロパティ）と知識ベース（アイ

ディアやスキル）に分けて、説明しており、企業組織に

アライアンスを受け入れる素地があるかが重要であるこ

とが主張されているが、これは、本稿で取り上げる相乗

モデルでのアライアンスに対する意欲（やる気）に関連

している。

8 Gompers and Lerner［2000］において、プリンシパル・
エージェント理論を用いて、ベンチャーキャピタルと投

資先企業の関係、ベンチャーキャピタルとファンド出資

者の関係が研究されており、ベンチャーキャピタルが投

資先企業の研究がなされているが、アライアンスを行う

企業の当事者の判断について研究がなされているが、本

稿では、片方側の企業だけでなく、2社の企業のアライ
アンスのアレンジメントをする仲介者がどのようなメカ

ニズムで、組み合わせを行っているかを明らかにするこ

とも、本研究の意義の一つとなる。

9 知の探索（エクスプロレーション、Exploration）と、
知の進化（エクスプリテーション、Exploitation）に大
きく分けられ、March［1991］で研究されている。

10 アライアンスをする相手先企業を探し出すためにかかる
費用と筆者は定義する。

11 コンサルティング会社などの代理人に、アライアンスの
提携先の探索を依頼する形のことと、米倉・清水［2015］
において紹介・解説されている。米国オハイオ州に本社

を置くナインシグマが代表例とされ、自社が有する既存

ネットワーク以外に素早くアクセスできることやエー

ジェントが相手先をスクリーニングするため、信頼性が

担保されることなどがメリットとして挙げられている。

12 アライアンスが形成される最初のマッチングの段階、す
なわち、相手先企業を探索している段階に研究対象を広

げるだけでなく、そのマッチングの成立確率が高まるよ

うに、翻って言えば、アライアンス先の探索コストを低

減させることの寄与するものと考える。

13 Gomes-Casseres ［1997］において、小規模な企業につ
いてのアライアンスの研究が一部行われている。

14 株式市場に上場しているような相対的に売上規模が大き
い企業（おおよそ売上 300億円以上）と筆者は定義する。

15 新規事業の事業シーズやアイディア、企画などを指す。
16 技術を用いて製品を開発・製造するメーカーや、技術を
競争優位のメインとしている企業のことを指す。

17 加算値 APの計算は次のようになる。まず、Ⅳの相互補
完モデルの解説に掲載しているように、相互補完強度の

最大値は、

 sqrt（（16-0）^2 + （-16+0）^2）
 で計算でき、正確には 22.627416998となる。
 四捨五入で 22.63、切り捨てで 22.62となり、
 この X社・Y社の相互補完強度 13.68となる。
 この相互補完強度 13.68をもとに加算値を計算すること
になり、

 例としている X社、Y社の地域の評点は、
 X社　（1, 1, 0, 0, 1, 0, 1）
 Y社　（1, 0, 0, 1, 0, 1, 0）
 としており、

 地域ごとの配点 （8, 4, 3, 1, 9, 12, 5） と設定しているた
め、X社 =26、Y社 =21で、加算スコアは 47になる。

 この加算スコアを、加算モデルの式に当てはめると、

 AP = 13.68 + 22.62/8 * 3 * 47/84 = 13.68 + 4.75 = 
18.43となる。これによって、加算値が求められる。

18 加算値の最大値は、
 T（AP）=22.62 + 22.62/8 * 3 * 84/84 = 31.11
 と な る た め、 例 の X 社・Y 社 の 加 算 係 数 は、

18.43/31.11 = 0.5924
 となる。

19 意欲の中には、売上拡大への意欲、新規事業構築への意
欲、外部とのアライアンスへの意欲といった多少異なる

角度からの意欲が存在するが、事業展開を前向きに推し

進めようとする意欲、特に、アライアンスによる新事業

展開への意欲という観点をメインに評点付けを行った。

20 これについても、前述の通り、筆者の所属する会社の別
の者も評価付けを行い、その比較により、総合的に会社

組織として決定した。意欲の評点の付け方において、バ

イアスがかかるとの懸念もあるだろうが、むしろ、バイ

アスをかけて評点付けをしてみることも、今後の研究課

題として試してみることも必要になろう。
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